


















































































２　具体的には、1994 年以降、第 i 地域第 t 年（t＞1）の税収返還額、Git は、Git ＝（1＋0.3Rit）





中央 地方 中央 地方
億元 ％ 億元 ％ 億元 ％ 億元 ％
1980 年 284.5 24.5 875.5 75.5 666.8 54.3 562.0 45.7 
1985 年 769.6 38.4 1,235.2 61.6 795.3 39.7 1,209.0 60.3 
1990 年 992.4 33.8 1,944.7 66.2 1,004.5 32.6 2,079.1 67.4 
1995 年 3,256.6 52.2 2,985.4 47.8 1,995.4 29.2 4,828.3 70.8 
2000 年 6,989.2 52.2 6,406.1 47.8 5,519.9 34.7 10,366.7 65.3 
2005 年 16,548.5 52.3 15,100.8 47.7 8,776.0 25.9 25,154.3 74.1 






















公共事務 中央 省級 市級 県級 郷級 備　　　考
国防 ◆
外交 ◆
高等教育 ◆ ◆ ◆
中等教育 ◆ ◆ ◆ ◆
義務教育 ◆ ◆
文化事業 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆
科学研究事業 ◆ ◆ ◆
医療保健 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆
人口政策 ◆ ◆ ◆
行政管理 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 各レベルで各自負担
政法支出 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 主要事務は中央










中央 比率 地方 比率
総額     89,874.2 15,989.7 17.8%     73,884.4 82.2%
一般公共サービス      9,337.2 837.4 9.0%      8,499.7 91.0%
外交        269.2 268.1 99.6%          1.2 0.4%
国防      5,333.4 5,176.4 97.1%        157.0 2.9%
公共安全      5,517.7 875.2 15.9%      4,642.5 84.1%
教育     12,550.0 721.0 5.7%     11,829.1 94.3%
科学技術      3,250.2 1,661.3 51.1%      1,588.9 48.9%
文化体育マスコミ      1,542.7 150.1 9.7%      1,392.6 90.3%
社会保障・雇用促進      9,130.6 450.3 4.9%      8,680.3 95.1%
医療衛生      4,804.2 73.6 1.5%      4,730.6 98.5%
環境保護      2,442.0 69.5 2.8%      2,372.5 97.2%
コミュニティ事務      5,987.4 10.1 0.2%      5,977.3 99.8%
農林水業事務      8,129.6 387.9 4.8%      7,741.7 95.2%
交通運輸      5,488.5 1,489.6 27.1%      3,998.9 72.9%
資源電力情報等事務      3,485.0 488.4 14.0%      2,996.7 86.0%
商業サービス業等事務      1,413.1 139.8 9.9%      1,273.4 90.1%
金融管理支出        637.0 488.2 76.6%        148.9 23.4%
地震災難回復建設支出      1,132.5 37.9 3.3%      1,094.6 96.7%
国土気象等事務      1,330.4 176.4 13.3%      1,154.0 86.7%
住宅保障支出      2,376.9 386.5 16.3%      1,990.4 83.7%
食料物資備蓄管理事務      1,172.0 495.1 42.2%        676.8 57.8%
国債利子支出      1,844.2 1,508.9 81.8%        335.4 18.2%












金額となった（図１を参照）。中国財政部の統計によれば、2010 年には 3.2 万億元で、そ
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のなかで一般補助金が 1.3 万億元、専項補助金が 1.4 万億元、税収返還金が 0.5 万億元で






















































中央 地方 合計 一般補助 専項補助 合計
社会保障・雇用促進 450.3 8,680.3 9,130.6 1,429.2 1,927.5 3,356.7
出所：中国財政部の統計データにより作成。

































































































































の社会保障・雇用促進歳出について、2007 年から 2011 年のデータをもとに計算した結果
は表５に示されている。












2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
タイル
尺度
全体 0.1101 0.1037 0.0925 0.0912 0.0792 
地域間 0.0003 0.0017 0.0069 0.0042 0.0055
地域内 0.1098 0.1020 0.0856 0.0870 0.0738 
東部 0.1851 0.1818 0.1485 0.1264 0.1129 
中部 0.0302 0.0224 0.0273 0.0163 0.0187 
西部 0.0573 0.0537 0.0531 0.0908 0.0648 
寄与度
地域間 0.3% 1.6% 7.4% 4.6% 6.9%
地域内 99.7% 98.4% 92.6% 95.4% 93.1%
東部 78.5% 77.4% 66.6% 60.4% 61.5%
中部 7.3% 5.7% 8.0% 4.6% 6.0%





























































































R-square 0.8526 0.8617 0.8651 0.8675
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